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民商会員、商工新聞読

者の皆様に新年にあたっ

てのごあいさつを申し上

げます。

安倍政権が発足して以

降、大企業の経常利益は

４３％増加し内部留保を1

00兆円積み上げる一方、

労働者の賃金は５％増え

ただけです。政府は来年

度予算案で自然に増える

はずの社会保障費を120

0億円も削る一方でＦ35

戦闘機を5年間に105機

も買う他、５年間で米国

から27兆円も装備品を買

う。この爆買いのために

社会保障を犠牲にしつつ、

財源が足りないといって

消費税を増税する。こん

なごまかしを許すわけに

はいきません。

消費増税は制度自体も

複雑で、何が飲食料品か

も複雑なうえ、「ポイント

還元」なるものが出てき

て、消費税の負担率が

「食品なのか否かで違う」

「カードで買うか現金で

買うかで違う」「大手のスー

パーなどで買うのか中

小の商店で買うのかで違

う」結果実質の負担税率

が10％、8％、6％、5％、3

％と５段階になるなど大

混乱は必至です。「最良の

景気対策は増税中止！」

の声を大きくしていきま

しょう。 今年は一斉地

方選挙、参議院選挙の年。

増税勢力に鉄槌を下しま

しょう。

民商を大きくする事が

要求実現の要です。今年

を良い一年にするために

皆で力を合わせましょう。

（制作＝㈲宮﨑看板店）

誇張するにも程度がある

ということ。大きいという

ことをたとえるのに、山の

ようなというが、そこまで

はよいとしても、山より大き

いというのはよくない。ま

た、入れ物の中に、それより

大きな物が入っていること

はないということのたとえ。

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

来年の山は参院選。猪突

猛進ではなく、踏みとどまっ

て国会を乗り切ろうという

願いが込められている。

子・同志社大学大学院教

授や山田洋次・映画監督

など著名人１０人が呼び

かけ人となり「10月消費

税10％ストップ！ネットワー

ク」（10％ストップ！ネット）

を立ち上げました。

10％ストップ！ネットは

消費税10％の中止をめざ

す2019年10月までの「時

限的」一点共闘として幅

広い団体・個人に呼びか

け10％中止を求める多彩

2018年１２月２４日付商

工新聞既報の通り、浜矩

上越民主商工会 会長 上野 正信

な取組みを全国各地に

広げることが目的です。

上越民商も、同ネットが

呼びかける署名運動を開

始します。

消費税の増税が必要と

考える人に対しても、「１０

月からの引き上げには反

対しよう！」で一致でき

るなら署名してもらうと

共に、署名を集めてくれ

るようお願いし、行動者

を増やしていきましょう。

年末調整事務学習会を下記日程で開催します。 年

末に税務署から送られた下記の書類を準備しご

参加下さい。 ■源泉徴収簿（賃金台帳）＊総支給金額

と算出税額欄は、１月～６月の小計、７月～１２月の小計を

記載しておいて下さい。 ■平成３０年分、給与所得者

の扶養控除等（異動）申告書。＊平成３１年分給与所得者

の扶養控除等（異動）申告書も従業者から提出を受け、

平成３０年分に異動がないか確認をして下さい。 ■平

成３０年分、給与所得者の保険料控除申告書。＊必ず控

除証明書を従業者から預かって下さい。 ■平成３０年

分、給与所得者の配偶者控除等申告書。＊今回から様式

が新しくなっています。 ※配偶者の所得金額１２３万円

以下（給与収入の場合、収入金額２，０１５，９９９円以下）ま

で配偶者特別控除が適用されます。

【年調事務日程】
◎ １月 ７日（月）１３：３０ カルチャーセンター

◎ １月 ８日（火）１０：００と１３：３０ 民商会館

◎ １月 ９日（水）１０：００と１３：３０と１８：００ 民商会館

ＰＣ記帳会日程は、下記の通りです。必ず平成３０年１２

月末日まで入力した上で、以下の資料・数字を持っ

てご参加下さい。 ■平成３０年末の売掛金、買掛金、未

払費用。■償却資産の購入がある場合は、購入時の「契

約書」。■平成３０年の源泉徴収簿（年末調整の資料一式）。

■出納帳、預貯金残高、借入金残高。

【ＰＣ記帳会日程】
□決算振替の学習と試算表のチェック（法人・個人対象）

１月１７日（木）１３：３０と１９：００ 民商会館

□試算表のチェック（法人事業対象）

１月２２日（火）１３：３０ 民商会館

□試算表のチェック（個人事業対象）

１月２９日（火）１３：３０と１９：００ 民商会館

□試算表のチェックと決算書印刷（個人事業対象）

２月７日（木）１３：３０と１９：００ 民商会館

上越民商は１月１２日（土）１４：００～「青旗

びらき」を開催し、春の運動で消費税増

税阻止！税制で商売をつぶされてたま

るか！。自主計算・自主申告を貫こう！。

仲間を増やして中小業者の営業と暮らし

を守ろう！などの取組みの他、財政問題

で、定期総会に向けた会費改定（案）につ

いて話し合うため、「拡大理事会」と位置

付け、常任理事、理事の他、共済、婦人、

青年の役員、各支部が運動遂行上必要と

認めた会員を対象に招集されます。

１７：００からは懇親会が計画されていま

す。 各支部長は、１月９日までに参加者

を確認し民商へ報告して下さい。

毎年、全民商会員にお

届けしている「確定申告

資料」袋は確実に皆様の

お手元に届いていますか？

まだ届いていない会

員がおられたら民商まで

ご一報下さい。

確定申告資料袋が
届いていない会員
はご連絡下さい



《資料》

赤旗日刊紙に『消費税Ｑ＆Ａ』が掲

載されていますので紹介します。

（２０１８年１１月３０日号）

『消費税Ｑ＆Ａ［中］』

Ｑ 大企業の法人税負担などを

増やしたら企業の国際競争力

が低下してしまうのではないか？

Ａ 日本の大企業が現在負担し

ている税金はそれほど重くあり

ません。 国税庁の資料から試算す

ると、資本金10億円以上の法人と連

結法人を合わせた大企業が２０１６年

度、実質的に負担した法人税は10.4

%にとどまります。

研究開発減税や海外子会社配当

益金不算入など大企業に手厚い税

制優遇があるからです。 日本共産

党は大企業優遇税制にメスをいれ

て、大企業にもせめて中小企業並

みに税金を負担することを提案し

ています。 財政基盤の豊かな大企

業が、中小業者並みの負担をしたか

らといって、国際競争力がなくなる

というのは道理がありません。

企業の税負担を下げないと海外

に逃げていくという人がいます。

しかし、企業が海外に進出するのは

税負担を逃れるためではありませ

ん。

内閣府の「企業行動に関するアン

ケート調査」（２０１７年度）によると、

製造業の上場企業が海外に生産拠

点を置く理由のトップが「現地・進出

先近隣国の需要が旺盛または今後

の拡大が見込まれる」で、74.８％を

占めます。「現地政府の産業育成政

策、税制・融資等の優遇措置がある」

はわずか４．４％にすぎません。

むしろ、消費税を増税して国内消

費が落ち込めば、需要を求めて企

業が海外進出を強めるおそれがあ

ります。 日産自動車の志賀俊之最

高執行責任者（当時）は、11年に開催

された経済産業省の産業構造審議

会新産業構造部会第２回会合に「最

終消費が伸び悩んでいる現状では、

企業は国内投資を抑制せざるを得

ない」「国内市場が限度を超えて悲

観的であるために、『本来なら出て

行くべきでないもの』や『出て行く必

要のないもの』まで海外移転を検討

せざるを得ないのが現状」との意

見書を提出しています。

しかも海外子会社配当益金不算

入という制度は海外子会社からの

配当は、国内に還流させても、課税

の対象とならないというものです。

まるで政府が税制で海外進出を

促進するようなものです。

安倍晋三政権が発足してから４兆

円もの大企業減税が行われてきま

した。 しかし、労働者の賃金は伸び

悩み、設備投資も増えていません。

増えたのは内部留保（９２．３兆円増）

と株主への配当金（８．４兆円増）で

す。 法人税などの企業負担と企業

のいわゆる「国際競争力」に関係は

ないのです。

企業の「国際競争力」を上げると

いうのであれば、労働者が能力を

開花させ、創意工夫を凝らせる環境

を整える必要があります。

しかし、低賃金の非正規雇用を増

やし、労働者を使い捨てにしてきた

のでは、技術の継承などは不可能で

す。「国際競争力を問題にするなら

安心して働き続けられる雇用制度と

賃金こそ、必要なのです。（つづく）

出典 しんぶん赤旗

2018年１１月30日

減税、非課税も

賃金は伸び悩み

法人税増やして

国際競争力は大丈夫？


